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株主のみなさまへ

取締役社長
村瀬　忠男

　株主のみなさまにはますますご清祥のこととお喜び申しあげ
ます。
　平素は格別のご支援を賜り、厚く御礼申しあげます。
　第50期（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）の
報告書をお届けするにあたりまして、ご挨拶申しあげます。
　
　当連結会計年度におけるわが国経済は、中国をはじめとする
新興国の高成長に支えられ、輸出が拡大するとともに、国内の
政策効果も相まって生産が増加し、企業収益が徐々に改善して
まいりました。世界的金融危機により冷え込んだ景気は、企業
部門から持ち直し感が広がり、底離れをうかがう情勢となりま
した。しかし、依然として雇用環境は厳しく、緩やかなデフレ
が続いていることから、自律的な回復軌道に乗ったとは言いが
たい状況でありました。
　当社グループを取り巻く事業環境は、公共工事については依
然として低調であり、また、民間工事も企業マインドが設備投
資に慎重なため、低水準で推移しました。
　このような情勢のなか、当社グループは現場力を強化し、営
業・施工・保守が強力に連鎖することで業績の落ち込みを最小
限に食い止めるべく、一丸となって取り組んでまいりました。
しかしながら連結完成工事高、収益は、ともに前年度に比し大
幅に落ち込む結果となりました。

　今後も厳しい状況が続くと思われる事業環境のもと、当社は
本年6月1日をもって沖電気工業株式会社の完全子会社となりま
した。完全子会社化により、当社の保有する現場力、中堅・中
小企業を中心としたマーケットへの営業力と、沖電気工業株式
会社の保有するシステム開発力、サービス事業創出力、顧客対
応力をより密接に連携、融合させる事ができます。それにより
当社は大企業から中堅・中小企業までの幅広いお客様に対して、
機器販売、システム構築、保守、運用までのライフサイクル全
般にわたって充実したサービスをご提供することが可能となる
ため、事業・収益を一層拡大できるものと考えております。
　厳しい競争に打ち勝つためには、マーケットの開拓と新サー
ビスの創出に取り組むことに加え、コスト競争力を高めること
が必須であります。当社グループは、今後もプロジェクト単位
のコスト管理、工程進捗管理の徹底、施工生産性の向上などに
より原価低減を図り、さらなるコスト競争力の強化に努めてま
いります。
　
　株主のみなさまにおかれましては、平成9年4月23日上場以
来今日まで、ひとかたならぬご支援を賜りました事、心より感
謝いたしております。今後も企業価値の向上に努めてまいりま
すので、なお一層のご支援とご指導を賜りますようお願い申し
あげます。

平成22年6月
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営業の概況

　当連結会計年度の連結完成工事高は、前期比10.5％減の259億42百万円となりました。

　事業別では、情報通信システム事業は、ETC設備工事が増加したものの、大型のセキュリティ関連工事の

減少、LAN設備工事、電話設備の営繕工事の件数が減少したことなどにより、前期比4.5％減の183億90

百万円となりました。

　電気設備事業は、大型新設工事の減少とリニューアル工事の件数が減少したことなどにより、前期比

22.5％減の74億53百万円となりました。

　収益につきましては、プロジェクトごとの工程進捗管理の徹底によるコスト節減、ならびに販売費及び一

般管理費の抑制に注力しましたが、完成工事高が減少した影響が大きく、営業利益は前期比68.2％減の5億

41百万円、当期純利益は前期比73.8％減の2億65百万円となりました。

対処すべき課題

　今後の日本経済は、外需主導による生産活動が堅調に推移すると予想されることから、企業収益が改善し、

設備投資や雇用の増大へと流れが広がる好循環に移行することが期待されます。その反面、緩やかなデフレ

が長期化する懸念があり、景気回復のテンポは緩慢になると見られております。

　当社グループを取り巻く事業環境は、企業収益の改善により設備投資が徐々に増加し、最悪期は抜け出す

ものの、世界的金融危機以前の水準に戻るまでには至らないと思われます。

　このような環境のもと、当社グループは、平成23年度を最終年度とする中期経営計画におきまして、「現

事業の経過およびその成果
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（注） 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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場力の強化」をキーワードに掲げ、存在感のある強い企業に進化することを目指しております。その実現の

ために「営業・施工・保守の強力な連鎖」によるローコストオペレーションの徹底と、お客様にご満足いた

だけるサービスを提供することで、企業信頼度の向上・市場競争力の強化を図ってまいります。

　また、沖電気工業株式会社の完全子会社となったことにより、沖電気工業株式会社との連携をなお一層深

め、マーケットの開拓と新サービスの創出に努めてまいります。

　

　当社グループは、企業価値を高めていくことが経営の重要課題であると認識しております。関係法令を遵

守することはもちろんのこと、コーポレートガバナンスをさらに強化し、社会的良識をもって健全な企業活

動を展開することで、グループを取り巻くステークホルダーの信頼を得て企業価値を高めてまいります。

　また、「OKIグループ企業行動憲章」「OKIグループ行動規範」にのっとり、当社グループが果たすべき社

会的責任を明確にし、コンプライアンスの強化および業務の適正化に今後とも取り組んでまいります。
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連結財務諸表

連結貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

科　　目 当連結会計年度
平成22年3月31日現在

前連結会計年度
平成21年3月31日現在

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 18,768 19,419

固 定 資 産 6,952 7,203

有 形 固 定 資 産 3,456 3,596

無 形 固 定 資 産 178 234

投 資 そ の 他 の 資 産 3,316 3,372

資 産 合 計 25,720 26,622

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 7,891 9,001

固 定 負 債 2,791 2,806

負 債 合 計 10,683 11,807

（純資産の部）

株 主 資 本 14,898 14,732

資 本 金 2,001 2,001

資 本 剰 余 金 1,600 1,600

利 益 剰 余 金 11,322 11,153

自 己 株 式 △ 26 △ 24

評 価 ・ 換 算 差 額 等 86 23

その他有価証券評価差額金 86 23

少 数 株 主 持 分 52 59

純 資 産 合 計 15,037 14,815

負 債 純 資 産 合 計 25,720 26,622

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結損益計算書（要旨） （単位：百万円）

科　　目
当連結会計年度
平成21年4月１日から
平成22年3月31日まで

前連結会計年度
平成20年4月１日から
平成21年3月31日まで

完 成 工 事 高 25,942 28,974

完 成 工 事 原 価 20,737 22,677

完 成 工 事 総 利 益 5,205 6,297

販売費及び一般管理費 4,663 4,591

営 業 利 益 541 1,706

営 業 外 収 益 179 178

営 業 外 費 用 11 11

経 常 利 益 709 1,872

特 別 利 益 1 9

特 別 損 失 85 54

税金等調整前当期純利益 625 1,827

法人税、住民税及び事業税 294 765

法 人 税 等 調 整 額 71 40

少数株主利益・損失(△) △ 5 10

当 期 純 利 益 265 1,011

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：百万円）

科　　目
当連結会計年度
平成21年4月１日から
平成22年3月31日まで

前連結会計年度
平成20年4月１日から
平成21年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,671 208

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 117 △ 373

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 136 △ 140

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額 1,416 △ 305

現金及び現金同等物の期首残高 6,569 6,874

現金及び現金同等物の期末残高 7,985 6,569

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別財務諸表

貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

科　　目 当事業年度
平成22年3月31日現在

前事業年度
平成21年3月31日現在

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 16,271 17,050

固 定 資 産 6,869 6,939

有 形 固 定 資 産 2,721 2,813

無 形 固 定 資 産 160 211

投 資 そ の 他 の 資 産 3,987 3,914

資 産 合 計 23,141 23,990

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 6,618 7,541

固 定 負 債 2,492 2,539

負 債 合 計 9,110 10,081

（純資産の部）

株 主 資 本 13,943 13,884

資 本 金 2,001 2,001

資 本 剰 余 金 1,600 1,600

利 益 剰 余 金 10,367 10,305

自 己 株 式 △ 26 △ 24

評 価 ・ 換 算 差 額 等 86 24

その他有価証券評価差額金 86 24

純 資 産 合 計 14,030 13,909

負 債 純 資 産 合 計 23,141 23,990

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

損益計算書（要旨） （単位：百万円）

科　　目
当事業年度

平成21年4月１日から
平成22年3月31日まで

前事業年度
平成20年4月１日から
平成21年3月31日まで

完 成 工 事 高 22,136 24,715

完 成 工 事 原 価 18,082 19,654

完 成 工 事 総 利 益 4,053 5,061

販売費及び一般管理費 3,538 3,601

営 業 利 益 515 1,459

営 業 外 収 益 190 170

営 業 外 費 用 2 1

経 常 利 益 703 1,628

特 別 利 益 2 9

特 別 損 失 381 51

税 引 前 当 期 純 利 益 324 1,586

法人税、住民税及び事業税 186 666

法 人 税 等 調 整 額 △ 20 5

当 期 純 利 益 158 914

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会社の概要（平成22年3月31日現在） 取締役および監査役（平成22年6月28日現在）

社 名 沖ウィンテック株式会社
（英訳名）Oki Wintech Company, Limited

本 社 〒140－8688
東京都品川区北品川一丁目19番4号

設 立 昭和35年（1960年）5月2日

資 本 金 2,001,900,000円

従 業 員 数 連結827名（597名）

業 務 内 容 建設業法により、国土交通大臣の許可を受けて
電気通信工事、電気工事、消防施設工事および
その他の建設工事の設計、施工、監理、ならび
に各種機器の販売・賃貸、各種システムのサ
ポートサービス、コンサルティング、ソフト
ウェアの製作・販売・賃貸を行っております。

※取 締 役 社 長 村 　 瀬 　 忠 　 男
常 務 取 締 役 幡 　 　 　 敏 　 幸
常 務 取 締 役 粕 　 谷 　 誠 　 二
常 務 取 締 役 西 　 村 　 次 　 央
常 務 取 締 役 阿 　 部 　 眞 　 一
取 締 役 新 　 海 　 一 　 郎
取 締 役 矢 　 澤 　 　 　 進
取 締 役 林 　 　 　 秀 　 行
取 締 役 星 　 野 　 秀 　 男
取 締 役 紀 　 陸 　 保 　 史
常 勤 監 査 役 小 笠 原 　 俊 　 夫
監 査 役 福 　 村 　 圭 　 一
監 査 役 下 柿 元 　 英 　 夫

（注） 1． ※印は代表取締役であります。
 2． 監査役のうち、福村圭一、下柿元英夫の両氏は社外監査役であります。

◎情報満載のホームページをご覧ください。
　当社のホームページでは会社情報、財務情報をはじめ、
さまざまな会社情報をご覧いただけます。

　ホームページご紹介



　事業所一覧

本社：〒140-8688　東京都品川区北品川一丁目19番4号
TEL：（03）3740-2111　FAX：（03）3740-2133
URL：http://www.okiwintech.co.jp/ 本冊子は大豆油インクおよび

再生紙を使用しています。

本店 〒140-8688 東京都品川区北品川1丁目19番4号 03-3740-2111
本店別館 〒140-0004 東京都品川区南品川1丁目5番3号 03-3740-2216
竹橋SSオフィス 〒101-0054 東京都千代田区神田錦町3丁目3番地　竹橋3－3ビル5F 03-3518-6814
安田別館 〒108-0022 東京都港区海岸3丁目2番12号　安田芝浦第2ビル6F 03-3740-2162
カスタマサポートセンタ 〒142-0063 東京都品川区荏原1丁目20番10号　荏原ビル 03-5750-5661
日本橋テクノ事務所 〒103-0023 東京都中央区日本橋本町2丁目3番5号　金原ビル4F 03-3231-5371
多摩営業所 〒190-0023 東京都立川市柴崎町2丁目1番10号　高島ビル2F 042-525-2311
北海道支店 〒060-0807 北海道札幌市北区北七条西2丁目20番地　東京建物札幌ビル7F 011-758-8787
釧路営業所 〒085-0016 北海道釧路市錦町5丁目3番地　三ツ輪ビルディング3F 0154-21-5400
東北支店 〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町3丁目1番1号　仙台ファーストタワー15F 022-263-3681
福島営業所 〒960-8041 福島県福島市大町4番4号　東邦スクエアビル5F 024-521-4781
秋田営業所 〒010-0001 秋田県秋田市中通4丁目5番2号　明治安田生命秋田第2ビル6F 018-832-9676
北関東支店 〒330-0844 埼玉県さいたま市大宮区下町1丁目45番地　松亀センタービル1F 048-644-7211
群馬支店 〒370-8585 群馬県高崎市双葉町3番1号　沖電気工業（株）高崎工場内 027-326-4757
栃木営業所 〒321-0963 栃木県宇都宮市南大通り1丁目3番23号　Symphonic Garden 駅西1F 028-636-9031
茨城営業所 〒300-0813 茨城県土浦市富士崎1丁目7番21号　和光ビル2F 029-825-6220
千葉営業所 〒260-0013 千葉県千葉市中央区中央3丁目10番6号　北野京葉ビル5F 043-222-9564
横浜支店 〒221-0835 神奈川県横浜市神奈川区鶴屋町2丁目26番4号　第3安田ビル5F 045-312-4541
中部支店 〒451-0045 愛知県名古屋市西区名駅2丁目27番8号　名古屋プライムセントラルタワー5F 052-589-1901
静岡営業所 〒420-0034 静岡県静岡市葵区常磐町1丁目4番　明治安田生命静岡常磐町ビル2F 054-652-1825
沼津営業所 〒410-0801 静岡県沼津市大手町2丁目10番14号　三井生命沼津大手町第2ビル5F 055-962-1547
関西支店 〒541-0053 大阪府大阪市中央区本町3丁目4番8号　東京建物本町ビル4F 06-6266-7700
京都営業所 〒600-8411 京都府京都市下京区烏丸通四条下る水銀屋町625番地　四条烏丸FTスクエア烏丸アネックス3F 075-241-0221
四国営業所 〒760-0017 香川県高松市番町1丁目7番5号　明治安田生命高松ビル5F 087-823-9121
中国支店 〒730-0013 広島県広島市中区八丁堀11番28号　朝日広告ビル6F 082-222-8811
岡山営業所 〒700-0927 岡山県岡山市北区西古松1丁目1番26号　オムⅡビル1F 086-805-0126
九州支店 〒810-0072 福岡県福岡市中央区長浜1丁目1番35号　新KBCビル9F 092-762-7811
宮崎営業所 〒880-0932 宮崎県宮崎市大坪西2丁目1番39 0985-73-8355
熊本営業所 〒862-0949 熊本県熊本市国府1丁目20番1号　肥後水前寺ビル4F 096-366-2371
鹿児島営業所 〒892-0821 鹿児島県鹿児島市名山町1丁目3番51号 099-226-5734
沖縄営業所 〒900-0033 沖縄県那覇市久米2丁目23番5号 098-867-1977
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